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「マーケティングの基本⑨」 ・・・ターゲットの選定方法（２）

本誌では、「マーケティングの基本」というテーマを特集しています。

前回は、ターゲットの選定のための「魅力性」の評価について説明しました。

今回はその続き。 「可能性（競争性）」の評価の方法を解説します。

なお、本誌のバックナンバーは、以下のサイトでご覧になれます。

http://www.thanksmind.co.jp/newsletter.htm

１．前回までの復習 ・・・詳細は前号を参照ください。

マーケティング戦略を策定する際の基本的な手順は以下の４ステップです
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ステップ２：ターゲットの選定の基本手順

③ 強み／弱みの評価

前々回解説した部分 前回解説した部分



④ 市場の魅力性の評価

- - - - - - - - ここまで前回 - - - - - - - - - - - - - - - -

⑤ 攻略可能性の評価

魅力性の次は、市場を攻略できるかどうかの可能性の評価です。

可能性の評価は、以下の２段階で行います。

＜第１段階：戦えるかどうか（参入できるかどうか）の評価 ＝ 必要条件＞

仕様や規制等、何らかの理由により、「どう考えても戦うことが無理」と判断されるものは、この段

階でターゲットから外します。 (＝足きり評価）

ただし、今後、仕様変更の可能性があったり、他社と提携すれば参入可能ならば、ターゲット候補

としては残しておきます。

＜第２段階：勝てるかどうかの評価 ＝ 十分条件＞

戦うことができたとしても（市場に参入できたとしても）、他社に負けてしまっては意味があり

ません。

各市場の購買決定要因（お客様が購入先を決める際に重視すること）と、当社の「強み／弱み」の

適合性から、勝てる可能性を判断します。



上表は、「勝てるかどうか」を総合的に判断するための評価表です。

以下のように作成します。

１）強み／弱みの評価を転記する ・・・Ａ象限

Ａ象限には、上述の②で評価した、購買決定要因ごとの当社と競争相手の「強み／弱み」の評価

を転記します。

２）市場の購買決定要因の強さを検討する ・・・Ｂ象限

Ｂ象限には、各市場の購買決定要因の強さを記入します。

具体的には、合計を「１０点」として、各購買決定要因に点数を割り振ります。

例えば、老人ホームであれば、最も重視する要因は「分別の必要性」で４点。 次は、「イニシャ

ルコスト」の３点という具合です。

なお、点数の割り振りについては、対象市場のお客様へのヒアリングや、アンケートを材料に

しながら検討することが多いです。

３）総合得点を算出する ・・・Ｃ象限

算出の仕方は、Σ（各社の強み弱みの評点）×（購買決定要因の評点）です。

例えば、当社の老人ホームであれば、以下の計算になります。

老人ホームの評点

＝（４点×１点）＋（５点×４点）＋（２点×３点）＋（４点×２点）＝ ３８点

性能（減容率） 分別の必要性  ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ   ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ   総合得点

Ａ
B

C



４）相対ポイントを算出する

算出の仕方は、各市場において当社が１位の場合は、以下のように計算します。

相対ポイント＝ 「当社の点数」÷「２位の点数」

例えば、老人ホームは、当社が１位ですので、以下の計算になります。

相対ポイント＝ ３８点（当社）÷３６点（Ａ社）＝ １．０６

また、当社が２位以下の場合は、以下のように計算します。

相対ポイント＝ 「当社の点数」÷「１位の点数」

例えば、社員食堂は、Ｃ社が１位で、当社が同率の２位ですので、以下の計算になります。

相対ポイント＝ ２８点（当社）÷４５点（Ｃ社）＝ ０．６２

この相対ポイントは、当社の対象市場における総合的に見た「勝てる可能性」を表します。

もし、当社の相対ポイントが、１．０ならば、競争相手と同等。

それ以上であれば、勝てる可能性が高く、以下であれば、勝てる可能性が低くなります。

⑥ ターゲットの選定

最後に、「魅力性」と「可能性」の評価から、ターゲット市場を選定します。

基本的な考え方は以下の通りです。

ということで、論理的な計算に基づき、ターゲットを設定しました。

ただし、上述のような評価表を用いた決め方は、あくまでも意思決定の材料です。

実務上はこうした資料を参考にしながら社内で議論を重ね、最終的に判断することが通常です。

＜次回に続く＞


